
社会保険診療報酬支払基金 

Press Release No.154
 

2011/2/28 

 

「支払基金をめぐる疑問にお答えします」を公表  

 

支払基金は、診療報酬の「適正な審査」及び「迅速な支払」を通じ、

国民の皆様にとって大切な医療保険制度を支える使命を負っています。 
 

当基金の事業運営に対しては、保険者及び医療機関を始めとする国民

の皆様より、一定の評価を受けながらも、様々な指摘を頂いています。  
 

これらについては、真摯に受け止め、改善に努力していかなければな

りませんが、中には、誤解に基づく指摘も少なくないことは、残念です。  
 

このため、事業を適正に運営するばかりでなく、その内容を分かりや

すく説明することが重要であると考えています。  
 
そこで、今般、これまでに厚生労働省「審査支払機関の在り方に関す

る検討会」等で説明してきた、当基金の事業運営に関する当基金の考え

方について、別添のとおり、「支払基金をめぐる疑問にお答えします」と

して取りまとめて公表することとしました。  
 

当基金としては、今後とも、情報公開を進め、説明責任を果たしてま

いります。  
 
 

社会保険診療報酬支払基金  
      基本理念・私たちの使命  

私たちは、国民の皆様に信頼される専門機関として、診療報酬の「適正

な審査」と「迅速な支払」を通じ、国民の皆様にとって大切な医療保険制

度を支えます。  

＜本件に関するお問い合わせ＞  
社会保険診療報酬支払基金 広報室広報課 E-mail :honbu@ssk.or.jp
TEL 03-3591-7441 内線 (751・753) FAX：03-3591-6708 http://www.ssk.or.jp/

 



別添  

平 成 ２ ３ 年 ２ 月 ２ ８ 日 
社会保険診療報酬支払基金  

 
 

「支払基金をめぐる疑問にお答えします」 

 
 
疑問１  「支払基金においては、高コスト体質が改善されて

いないのではないか。」  

 
１  支払基金においては、人件費及び物件費の両面にわたる

総コストの削減に取り組んでいます。  
 
２  具体的には、審査支払業務を経理する一般会計の支出に

ついて、平成２２年度予算では、ピーク時の平成１３年度

決算と比較して ▲５．９％（▲５１．３億円）としました。

平成２７年度には、ピーク時の平成１３年度決算と比較し

て ▲１５．８％（▲１３８．９億円） とすることを目指し

ます。  
 
３  その結果、保険者によって負担される全レセプトの平均

手数料について、平成２２年度予算では、ピーク時の平成

９年度決算と比較して ▲１５．９％（▲１７．０５円） と

しました。平成２７年度には、ピーク時の平成９年度決算

と比較して ▲２５．４％（▲２７．２９円） とすることを

目指します。  
 
４  なお、詳細については、「支払基金サービス向上計画（平

成２３～２７年度）」（平成２３年１月１３日）中の  
①  図表９「一般会計の支出の削減」  
②  図表１３「平成２７年度における全レセプトの平均手

数料の見込み」  
③  参考１７「総コストの削減に向けた取組みの例」  
④  参考２０「全レセプトの平均手数料の推移」

を参照してください。  

１



 
疑問２  「支払基金は、審査を一定の類型に属するレセプ

トに重点化しているが、審査を実施しないレセプト

についても、手数料を徴収する取扱いは、適切でな

いのでないか。」  

 
１  支払基金の事業運営においては、 サービスを提供するた

めに必要なコストをレセプト１件当たりの手数料で賄う仕

組み となっています。サービスを提供していないにもかか

わらず、手数料を徴収している、という事実がないことに

ついて、御理解をお願いします。  
 

２  具体的には、次のとおりです。  
 
①  紙レセプト については、人による目視でのチェックに

よらざるを得ず、限られた人員で限られた時間にすべての

レセプトのチェックを見落としなく実施することが困難

であるため、一定の類型に属するレセプトに重点を置いた

審査を実施せざるを得ませんでした。これに対し、電子レ

セプト については、例えば、医薬品の適応外使用の有無な

ど、 コンピュータチェック を通じ、 すべてのレセプトの

チェックを見落しなく実施することが可能 となるため、

「全レセプトの審査」が実現 されています。  
 
②  また、審査は、診療行為が保険診療ルールに適合するか

どうかを確認する行為です。患者の個別性を重視する医療

の要請との関係で相当程度の裁量の余地を認めている現

行の保険診療ルールを前提とすると、審査においては、人

による目視でのチェックをすべてコンピュータチェック

で代替することは、不可能です。このため、審査委員の審

査を補助する職員の審査事務 や、最終的な 審査委員会によ

る審査の決定 については、すべてのレセプトを対象として

実施 しています。  
 
 

２



 
③  さらに、手数料は、すべてのレセプトについて、審査の

みならず請求支払（＝保険者に対する診療報酬の請求及び

医療機関に対する診療報酬の支払）も実施することの対価

となっています。  
 
④  また、支払基金が保険者の委託を受けて審査及び請求

支払を実施するために必要な事務費については、保険者が

レセプト件数を基準とする手数料で負担する仕組みとな

っています（社会保険診療報酬支払基金法（昭和２３年法

律第１２９号）第２６条）。支払基金としては、総コスト

の削減を通じた全レセプトの平均手数料の引下げに取り

組んでいますが、一定の総コストを前提とすると、仮に重

点的な審査の対象とならないレセプトに係る手数料を引

き下げるとすれば、それに相当する分、重点的な審査の対

象となるレセプトに係る手数料を引き上げざるを得ない 、

という関係にあります。  
 

３



 
疑問３  「レセプトごとの審査の濃淡にかかわらず、一律に

レセプト１件当たりの手数料を設定すると、審査の充

実 に 対 す る イ ン セ ン テ ィ ブ が 働 か な い の で は な い

か。」  

 
 
 審査委員会の審査は、「ピアレビュー」（＝同業の専門家に

よる公正な評価）としての 医師又は歯科医師の専門的な知見

に基づく医学的な判断 であって、手数料が動機付けとなるよ

うな経済的な判断ではありません。  
 

４



 
疑問４  「支払基金は、審査委員会の独立性を主張してきた

が、審査委員会を管理する能力を有しないのであれば、

存在意義を欠くのでないか。」  

 
１  支払基金は、支部を都道府県単位で設置し、支部ごとに

審査委員会を設置する（社会保険診療報酬支払基金法（昭

和２３年法律第１２９号）第３条第１項及び第１６条第１

項）こととされています。  
 
２  この点、厚生省保険局健康保険課編「解説社会保険診療

報酬支払基金制度」（昭和２４年８月３０日）によると、「審

査委員会の審査は、その職能上ある程度の 独立性 を必要と

するところであって、その審査の決定に対しては、支払基

金の理事長及び幹事長の指揮に服するものではない。すな

わち、支払基金の一機関ではあるが、職務上においては 独

立性 を有するものである。」とされています。  
 
３  いずれにせよ、毎月１０日までに提出された前月診療分

のレセプトの審査を当月末日までに完了しなければならな

い（社会保険診療報酬請求書審査委員会及び社会保険診療

報酬請求書特別審査委員会規程（昭 和 ２ ３ 年 厚 生 省 令 第

５６号）第３条）、という制度的な枠組みの中で、月間で約

７千万件に達する膨大なレセプトの審査を適正に実施する

ためには、 審査委員の審査を補助する職員の審査事務が重

要 です。具体的には、原審査査定点数のうち、職員による

疑義付せんの貼付を契機とする部分の比率は、平成２２年

１２月審査分では、７４．５％となっています（ 「原審査

査定点数における職員寄与率（平成２２年１２月審査分）」

参照）。  
 
４  これを踏まえ、支払基金としては、今後とも、 審査委員

と職員との連携を強化 してまいります。  
 
 

５



 
５  なお、詳細については、 「国民の信頼に応える審査の確

立に向けて」（平成２２年２月２６日支払基金「今後の審査

委員会のあり方に関する検討会」報告書）中の補論２「審

査委員会の法的位置付けについて」 を参照してください。 

６  



 
疑問５  「支払基金から保険者への診療報酬の請求において

は、原審査における査定の状況が不明ではないか。」  

 
 
１  医療機関によって提出されたレセプトについては、支払

基金の原審査を経て、すべて保険者に送付しています。  
 
２  その中では、 原審査における査定の内容及び理由を確認

することが可能 です。  
 
３  なお、詳細については、 第１０回（平 成 ２ ２ 年 １ １ 月

２５日）厚生労働省「審査支払機関の在り方に関する検討

会」参考資料３「社会保険診療報酬支払基金提出資料」中

の「原審査の査定に関する情報の開示」 を参照してくださ

い。  
 
 

７



 
 
 

   

支払基金サービス向上計画 
（平成２３～２７年度） 

 

－ より良いサービスをより安く － 

 

〈抄〉 

 

 

 
 

 

 

 

平成２３年１月１３日 

社会保険診療報酬支払基金 

 



 

 

【図表９】      一般会計の支出の削減 

 

平成１３年度決算 平成２２年度予算 平成２７年度見込み

８７６．６億円 ８２５．３億円 ７３７．７億円

▲８７．６億円（▲１０．６％）

▲１３８．９億円（▲１５．８％）

▲５１．３億円（▲５．９％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【図表１３】 平成２７年度における全レセプトの平均手数料の見込み 

平成９年度決算 平成２２年度予算 平成２７年度見込み

１０７．２９円 ９０．２４円 ８０．００円

▲１０．２４円（▲１１．３％）

▲２７．２９円（▲２５．４％）

▲１７．０５円（▲１５．９％）

 
   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【参考１７】

１ 人 件費

１ 職員定員の削減

○ レセプト件数が着実に増加しているにもかかわらず、
一般会計の職員定員について、平成１３年度をピークと
して段階的に削減。

4,934人6,321人職員定員

864,017千件789,752千件レセプト件数

平成22年度予算平成13年度決算

総コストの削減に向けた取組みの例

＋8.6％
（＋74,265千件）

▲21.9％
（▲1,387人）

 
 

 
 
 

２ 給与水準の引下げ

○ 職務遂行意欲の向上に資するよう、年功序列の昇給
を縮小するとともに、職責に応じた給与差を拡大する
ため、平成１７年９月以降、給料表及び管理職手当の
見直しを実施。

４２１．３億円５２８．９億円

平成22年度予算平成13年度決算

（注） 給与諸費の減少は、給与水準の引下げによるもののみならず職員定員の削減に

よるものも含む。

給与諸費の推移

▲20.3％
（▲107.6億円）



２ 物 件費

１ 紙レセプトに係る請求支払の業務の委託のための経費の縮減

○ 紙レセプトに係る請求支払の業務（医療機関別から
保険者別への仕分け、請求支払データの作成等）の
委託のための経費について、平成１８年度をピークと
して段階的に縮減。

１５．３億円２５．３億円

平成２１年度決算平成１８年度決算

▲39.5％
（▲10.0億円）

 
 

 
 
 
 

２ コンピュータシステム関連経費の縮減

○ コンピュータシステム関連経費を可能な限り縮減。

○ 例えば、

① 請求支払計算システムの運用に関する経費については、
平成１５年９月～１２月における第三者機関による監査を
経て、平成１６年度以降、年額を定める契約から処理件数
に応じた課金を定める契約へ変更。

請求支払計算システム運用経費の推移

1.62.0857.0786.713.716.0

平成21年度平成15年度平成21年度平成15年度平成21年度平成15年度

単価 （単位：円／１件）処理件数 （単位：百万件）総額 （単位：億円）

▲14.1％
（▲2.3億円）

＋8.2％
（＋70.3百万件）

▲21.2％
（▲0.4円）



② 平成１７年度における医療事務電算システムの機器更新
に関する経費については、当初、１１７．７億円と見積って
いたが、平成１６年１１月～平成１７年３月における第三者
機関による監査を経て、１０９．２億円（▲７．２％）に縮減。

③ 平成２２年４月、民間企業でコンピュータシステムに関する

コンサルティング等を経験し 者を「システム専門役」として
採用。これも活用することに り、平成２２年度における
突合・縦覧点検システムの開発については、
ⅰ 必要なサーバの処理性能の精査
ⅱ 一般競争入札によるクライアント（ＰＣ）の調達
ⅲ プログラムの開発に必 な作業の精査
等を通じて経費を縮減。

た
よ

要

３ 契約手続の適正化

○ 昭和６１年３月より、国の会計と同様に、１６０万円以下の

物品の購入など、少額の契約を除き、原則として、一般競争

契約による取扱い。

○ その例外となる随意契約については、既存のコンピュータ

システムの改修、コンピュータシステムの運用等に限定する

取扱い。

契約に占める一般競争契約の件数割合の推移

39.4％21.9％13.3％

平成22年度
（11月30日現在）平成21年度平成20年度

（注）少額の契約の件数を除外している。

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○ 加えて、少額の契約についても、可能な限り、入札で
調達する取扱い。

1件 1.0百万円

平成21年度

7件 6百万円8.

平成 ２年度

（１1月 日現在）

２

30

（注）例えば、広報誌印刷調製等が挙げられる。

○ なお、契約手続に関する 報をホームページで公開。情

入札結果平成21年1月～

入札公告平成20年8月～

随意契約締結状況平成18年7月～

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 消耗品の一括調達

○ 消耗品については、従前、各支部で調達。平成１７年度

以降、本部による一括調達の範囲を段階的に拡大。

一括調達の対象となる消耗品の範囲

（注）例えば、コピー用紙、ボールペン、プリンター消耗品等が挙げられる。

8品目15種類

平成17年度

65品目301種類

平成22年度

 

 



――42.346.333.232.3計

0.91.00.20.40.30.4Ｂ５

1.82.026.649.91.42.4Ｂ４

1.41.920.425.71.41.4Ａ３

1.21.337.438.430.128.4Ａ４

平成17年度平成16年度平成17年度平成16年度平成17年度平成16年度

単価 （千円／箱）経費 （単位：百万円）数量 （単位：千箱）

（注） Ａ４は2,500枚／箱、Ａ３は1,500枚／箱、Ｂ４は2,500枚／箱、Ｂ５は2,500枚／箱である。

コピー用紙の例

＋2.6％
（＋0.8千箱）

▲8.7％
（▲4.0百万円）

▲10.3％
（▲0.1千円）

▲11.1％
（▲0.2千円）

▲15.1％
（▲0.2千円）

▲25.6％
（▲0.5千円）

 

 

５ 電話通信費の縮減

○ 平成１６年１０月～平成２０年３月の間、本部及び

各支部において、 Ｉ Ｐ 電話を段階的に導入。

電話通信費の推移

71.1百万円80.1百万円

平成２１年度決算平成１７年度決算

▲11.2％
（▲9.0百万円）



６ 水道光熱費の縮減

○ 平成１０年度以降、照明器具を省エネルギータイプに
変更。

○ 平成１７年度以降、クー ビズを実施。ル

5.4億円６．３億円

平成２１年度決算平成１７年度決算

水道光熱費の推移

▲15.0％
（▲0.9億円）

７ ホームページの改修

○ ホームページについて、サーバの容量を拡張するため、
平成２２年１２月、改修を実施。改修経費については、
当初、３０．０百万円と見積っていたが、平成２２年７月、
総合評価落札方式の一般競争入札を実施した結果、
８．９百万円（▲７０．３％）に縮減。

（注） 平成１１年３月、ホームページを開設。

○ この場合においては、定例的な更新作業を業者によらずに
職員で即時に実施することが可能となるよう、機能を見直す
ことにより、運用経費を大幅に縮減。

ホームページ運用経費の推移

3.5百万円12.9百万円

平成23年度見込み平成21年度実績
▲72.9％

（▲9.4百万円）

 

 

 

 

 

 

 

 



 【参考２０】
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原審査査定点数における職員寄与率（平成22年１２月審査分）

157,558千点
（74.5％）

53,827千点
（25.5％）

（医科・歯科計）

原審査査定点数

211,385千点
（100％）

職員の疑義付せん貼付に
よる原審査査定点数

職員の疑義付せん貼付に
よらない原審査査定点数



「国民の信頼に応える審査の確立に向けて」 

(平成 22 年 2 月 26 日 社会保険診療報酬支払基金｢今後の審査委員会のあり方に関する検討会｣報告書） 

 

〈抄〉 

 

 

 

補論２ 審査委員会の法的位置づけについて 
 

支払基金は、昭和 23 年 8 月 1 日に施行された支払基金法に基づき、

同年 9 月１日に審査・支払を一元的に行う機関として創設されたが、設

立当初、審査委員会は法的に位置づけられていなかった。 

その後、昭和 24 年 5 月の支払基金法の改正において、審査委員会

は法的に位置づけられたが、その権限等については、現在に至るまで、

法令及び通知等の規定では明文化されていない。 

 

しかしながら、昭和 24 年 8 月 30 日に厚生省保険局健康保険課の

編集により出版された「解説 社会保険診療報酬支払基金制度」にお

いて、「審査委員会の審査は、その職能上ある程度の独立性を必要と

するところであって、その審査の決定に対しては、支払基金の理事長及

び幹事長の指揮に服するものではない。すなわち、支払基金の一機関

ではあるが、職務上においては独立性を有するものである。」と記載さ

れていること等から、これまでの経緯等を踏まえ、審査委員会は独立し

て審査を行う権限があるものとして扱われている。 

 

また、審査委員会と幹事長の法律上の権限については、昭和 26 年

2 月 5 日付け厚生省保険局長通知により「従たる事務所としての内部

的な審査決定は、審査委員会がこれを行うが、幹事長がこれを代表す

ることとなる」となっていることから、審査委員会における審査結果につ



いて対外的に責任を負うのは、審査委員会ではなく理事長（幹事長）と

されている。 

 

なお、審査委員会の法律上の権限に関する行政事件訴訟の判例と

して、昭和 31 年 11 月 29 日の津地裁の判決においては、審査委員会

が診療担当者に任意の出頭を求めたところ、当該診療担当者がこれを

不服として、三重支部の審査委員会を相手どってその取り消しを求め

て提訴したことに対し、「審査委員会に対する訴については、行政事件

訴訟特例法の適用がないから、審査委員会は被告となりえないこと、ま

た、当事者能力を有しないこと。」、「原告としては、支払基金を被告とし

て、その機関である審査委員会が行った行為の効力を争うべきであ

る。」として、審査委員会に対する訴を却下されている。 



第10回（平成22年11月25日）厚生労働省

「審査支払機関の在り方に関する検討会」

参考資料３〈抄〉

社会保険診療報酬支払基金提出資料

１ 医療の地域差と審査の地域差との関係（略）

２ 医療の地域差を勘案した審査の実施（略）

３ 審査委員会に対する保険者の関与（略）

４ 原審査の査定に関する情報の開示

平成２２年１１月２５日

社会保険診療報酬支払基金



原審査の査定に関する情報の開示

○ 第９回厚生労働省検討会において、「保険者にとっては、原審査における

査定の内容及び理由が不明である。」という趣旨の発言があったところ。

○ 医療機関によって提出されたレセプトについては、支払基金の原審査を
経て、すべて保険者に送付。
その中では、原審査における査定の内容及び理由を確認することが可能。

（注） 健保連が開発して保険者に提供している「レセプト情報管理システム」においては、査定に係る
電子レセプトのデータを医療機関単位等で一覧的に表示することが可能であるものと承知。

○ これらのうち、原審査における査定の理由については、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの記号
で表示。

Ａ＝適応外 Ｂ＝過剰・重複 Ｃ＝その他の医学的理由
Ｄ＝算定要件

（注） 再審査における原審どおりの理由については、医科にあっては４６件、歯科にあっては２０件の
コードで表示。あわせて、必要に応じてコメントを付記。
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